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公募型プロポーザル手続開始のお知らせ 

 

次のとおり、提案書の提出を求めます。 

平成２５年４月２日 

世田谷区 

 

１．事業の概要 

（１）件名 

   世田谷区立小・中学校給食提供業務委託 

（２）目的 

   本事業は、区立小・中学校の児童・生徒に安全でおいしい給食を提供し、児童・生徒の交流

及び食育の推進等に資することを目的とする。 

（３）業務内容 

   受託事業者が用意する調理等施設において、安全でおいしい給食調理を実施し、世田谷区立

小・中学校の児童・生徒等に給食を提供する。 

   業務内容は下記①～⑦の各作業とし、各業務の詳細は募集説明書のとおりとする。 

   ①検収補助 

   ②給食の調理（作業工程表の作成） 

   ③配缶 

   ④食器具等の洗浄・消毒・保管 

   ⑤残菜及び厨芥の処理 

   ⑥受配校への搬送（搬送車両の用意含む） 

   ⑦受配校における配膳業務（搬送車両から各学級等及び各学級等から搬送トラックまでの

間） 

（４）履行期間 

   平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日（１年間） 

※受託資格の認定期間は、平成２５年１０月１日～平成４０年３月３１日までの間とし、認定期

間と同期間の世田谷区と本件に関する「協定書」を締結することを可能とする。なお、本件に

関する契約締結は年度ごとに行い、かつ予算の配当を条件とする。 

 

２．参加資格  

 (1)世田谷区の競争入札参加資格を有し、営業種目「病院給食・学校給食」の取扱品目「学校給食」

に登録があること 

(2)東京都内又は神奈川県内に本社又は支店等があること 

(3)平成２３年度以降、学校給食における食中毒事故や社会的責任を問われるような事故を引き起
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こす等、給食専門業者としての信頼を損なうような重大な問題を発生させていないこと 

 (4)地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない事業者であること 

 (5)世田谷区から指名停止の措置を受けている事業者でないこと 

 (6)国税、地方税に滞納がないこと 

 (7)「世田谷区立小・中学校及び共同調理場調理業務等委託」に関して、平成２５年度～平成２６

年度の２年間に、区立小・中学校及び共同調理場で新規委託が生じた場合、又は委託業者を

見直す必要性が生じた場合に、その受託資格を有する「受託資格認定業者」であること 

 

３．参加手続等 

（１）担当部課 

   〒１５４－８５０４ 東京都世田谷区世田谷４－２１－２７ 

   世田谷区教育委員会事務局学校健康推進課学校給食係 

（世田谷区役所第２庁舎３階３１番窓口） 

   電話：０３－５４３２－２６９７ 

   Ｅ-mail：SEA02056＠mb.city.setagaya.tokyo.jp  

   ※窓口での受付時間は、土・日曜日及び祝日を除く午前９時～午後５時とする。 

（２）説明書の交付期間、場所及び方法 

   期間：平成２５年４月２日（火）～４月１６日（火） 

   場所：上記（１）に同じ 

   方法：希望者に無償で配布する。 

（３）参加表明書の提出期限、場所及び方法 

   期限：平成２５年４月１６日（火）午後５時まで（必着） 

   場所：上記（１）に同じ 

   方法：別紙「参加表明書」を持参又は書留、配達記録郵便により郵送すること。 

 

４．提案書の提出者を選定するための基準 

  本件では提出者の選定は行わず、参加資格の確認のみを行う。確認後、提案書の招請（否招請）

を通知する。招請通知を受けた事業者は提案書を提出すること。 

 

５．提案書に求める内容、提出期限、提出先及び方法 

（１）提案書に求める内容（提案書を特定するための評価基準） 

  ・会社概要 

  ・受託実績状況 

  ・人材配置 

  ・学校給食に対する取り組み姿勢 
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  ・調理等施設の所在地、内部レイアウト、設置機器、搬送・配膳体制 

・調理・搬送・配膳等作業体制 

  ・人事異動に対する考え方 

  ・業務責任者、業務副責任者の果たす役割について 

  ・衛生管理、安全管理の徹底について 

  ・学校及び区との連携について 

  ・危機管理体制について 

  ・本社の対応について 

  ・巡回担当者の果たす役割について 

  ・従事者の代替体制について 

  ・アレルギー対応について 

  ・研修・教育体制について 

  ・経費縮減方法 

  ・見積提案金額 

（２）提案書の提出期限、場所及び方法 

   期限：平成２５年６月２８日（金）午後５時まで（必着） 

   場所：３．（１）に同じ。 

   方法：持参又は書留、配達記録郵便により郵送すると共に電子データを上記３．（１）のメ

ールアドレスに併せて送信すること。 

   ※提案書の様式、作成方法、質疑等については募集説明書による。 

 

６．その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）契約保証金  免除 

（３）契約の締結  本件委託に関する予算が議会で議決され、予算配当があった後に契約を締結

する。 

（４）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方との随意契約に

より締結する予定の有無  無 

（５）関連情報を入手するための照会窓口  ３．（１）に同じ。 

（６）企画提案に係る費用は、参加者の負担とする。 

（７）提出された企画提案書は区の所有とし、返却しない。また、区は本件目的以外で参加者に無

断で使用しないものとする。 

（８）企画提案書に虚偽の記載をした場合は、提案を無効とする。 

（９）区は、選定及び特定を行う作業に必要な場合に企画提案書の複製を作成することができる。 

（10）企画提案書の受領期限後における企画提案書の差し替え及び再提出は認めない。 
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（11）区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称並びに提案書を特

定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（12）本件に関して区から受領した資料等は、区の許可なく公表、転載及び引用することはできな

い。 


